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相次ぐ生活保護基準の引下げ
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史上最大の生活扶助基準の削減（2013年8月～）

90億円

580億円

基準部会の「ゆがみ調整」の
数値を一律２分の１

基準部会に無断で
厚労省が「デフレ調整」
（物価下落を考慮）
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最大10％

96％の世帯
が削減

前代未聞
の削減幅
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本件引下げの際立った特異性
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６７０億円の削減額のすべてが
専門家による検討を全く経ないで

導き出された！



2020（令和2）年6月25日 名古屋地裁判決
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「最低最悪」の名古屋地裁6.25判決

「自民党の政権公約の影響を受けたこと」を認めながら、
国も主張・立証していないのに、「国民感情や財政事情を
踏まえたもの」だから「考慮できることは明らか」とお墨付き

☛結論先にありきで調査・検討を怠る「動機の不正」は裁量
権濫用の典型なのに！
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2021（令和3）年2月22日 大阪地裁判決
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大阪地裁が違法とした「デフレ調整」とは？

厚労省が独自に編み出した「生活扶助相当CPI（消費者物
価指数）」が、平成20年から23年にかけて、「4.78％」下
がった

これを根拠に、生活保護利用世帯の「可処分所得」が
4.78％実質的に増えたとして、保護基準を引き下げ
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「統計等の客観的数値」や「専門的知見との整合性」を欠き違法！



令和３年２月２２日 大阪地裁判決

令和３年３月２９日 札幌地裁判決

令和２年６月２５日 名古屋地裁判決

相次ぐ棄却判決

認容

棄却

棄却
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令和３年５月１２日 福岡地裁判決

令和３年９月１４日 京都地裁判決

令和３年１１月２５日 金沢地裁判決

令和３年１２月１６日 神戸地裁判決

令和４年３月７日 秋田地裁判決

令和４年５月１３日 佐賀地裁判決

棄却

棄却

棄却

棄却

棄却

棄却

NHK受診料

NHK受診料

NHK受診料
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「NHK受診料」 最高裁長官
代理の行政局長

まさに国民の皆さまの疑念を生じさ

せる事態となったことについて、裁

判所の信頼を揺るがしかねないも

のとして重く受け止める



熊本地裁（5月25日）・東京地裁（6月24日）で相次ぐ認容判決

①大阪地裁判決同様、デフレ調整を違法と判断
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②老齢加算最判から導かれる司法審査の枠組み

③基準部会等の専門家の関与の位置づけ

④物価を考慮すること自体が違法

⑤ゆがみ調整に加えてデフレ調整を行うことが違法

⑥ゆがみ調整の数値を増額となる高齢世帯の数値も含めて
一律2分の１としたことが違法（熊本地裁）

大阪地裁判決
よりも

踏み込んだ
判断



東京地裁判決が示した判断枠組み

〇基準改定が基準部会等の審議検討を経た場合

☛そこで行われた審議検討を踏まえて判断

〇基準改定が基準部会等の審議検討を経なかった場合

☛当該改定が専門的知見に基づく高度の専門技術的考察を経た
ものであることを被告側で十分な説明をすることを要し、その説明
内容について判断
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2022年10月19日

横浜地裁でも
勝訴！
（4勝目）
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2023年2月10日

宮崎地裁でも
勝訴！

裁判長
「提訴から長い時間
が経過し原告1人が
亡くなったことは一裁
判官として遺憾」

2023/4/18
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一転して、相次ぐ認容判決

認容
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令和４年７月２７日 仙台地裁判決

令和５年４月１３日 大津地裁判決 棄却

棄却

令和４年５月２５日 熊本地裁判決 認容

令和４年６月２４日 東京地裁判決 認容

令和４年１０月１９日 横浜地裁判決 認容

令和５年２月１０日 宮崎地裁判決 認容

令和５年３月２４日 青森地裁判決 認容

令和５年３月２４日 和歌山地裁判決 認容

令和５年３月２９日 さいたま地裁判決 認容

令和５年４月１１日 奈良地裁判決 認容



相次ぐ勝訴判決で、潮目が変わる！

〇19判決のうち9勝10敗（勝率4割７分3厘）。

〇昨年5月からは8勝2敗！(勝率8割！）

〇東京・大阪・横浜＋６つの地方で勝てた意義は大きい。

〇勝訴判決の書き方のパターンが出来てきた。

〇 「３本の矢は折れない」＝「9本の矢は絶対に折れない」

☛10本目、11本目は必ず出る！

2023/4/18
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専門家
（基準部
会）を無
視したこ
と

物価を考
慮したこ
と

デフレ調整

ゆがみ調整
の数値を一
律2分の1にし
たこと

ゆがみ調整
に加えデフレ
調整を行った
こと

生活保護
受給世帯
への影響
の重大さ

平成20年を起
点にしたこと

物価下落が大
きくなる計算方
法を使ったこと

大阪地裁 － － 〇 〇 － － －

熊本地裁 〇 〇 〇 〇 〇 〇 －

東京地裁 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇

横浜地裁 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇

宮崎地裁 〇 － 〇 〇 × － 〇

青森地裁 〇 － 〇 〇 × 〇 －

和歌山地裁 〇 〇 〇 △ 〇 － －

さいたま地裁 × × × × 〇 － －

奈良地裁 〇 △ 〇 〇 × － －



2023年4月14日

控訴審最初の
大阪高裁で
逆転敗訴判決

2023/4/18



名古屋地裁をはじめとする不当判決群への「先祖返り判決」

〇「生活保護法は外部専門家による検証を要件としていないから、厚生
労働大臣による判断の合理性を担保する一手段に過ぎない」と、厚生労
働大臣自体に専門性が備わっていることを前提に、専門家機関の役割
を否定

☛立法当初の議論や従前の保護基準改定の経緯に真っ向から反する

〇老齢加算訴訟最高裁判決が求めた「専門的知見との整合性」の審査
について、違法となるのを「確立した専門的知見との矛盾が認められる
場合」に限定し、個別論点では「一定の（それなりの）合理性」という薄弱
な根拠で国の主張を丸のみ

☛原告側に不可能な立証責任を課し、厚労省が独自に勝手なことをす
ればするほど許されることになる
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名古屋地裁をはじめとする不当判決群への「先祖返り判決」

〇 デフレ調整にあたり、 「生活保護受給世帯の消費構造を考慮するか、考慮する
としてどの程度考慮するかは、…厚生労働大臣の裁量」とし、肝心の「生活保護世
帯に4.78％もの可処分所得の増加があった」との判断に「統計等の客観的数値や
専門的知見との整合性」があるかについて一切審査せず（大阪地裁との違い）

☛保護基準は、「要保護者の最低限度の生活の需要」を満たすものでなければなら
ないとする生活保護法8条2項の裁量統制機能を全く考慮していないことに起因

〇「（引下げで）親族や知人との交流を断念せざるを得ないなどの窮状に陥り、多大
な苦痛を感じていることは容易に理解できる」としながら、「リーマンショック後の経
済状況の悪化の中で…国民の多くが感じた苦痛と同質のもの」と切り捨て

☛「みんな苦しいんだから我慢しろ」という、ナショナルミニマムとしての保護基準の
意義を理解しない判断
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理論的には十分克服可能

しかし、この国の三権分立が機能するのかが問われ
ている裁判で、司法が職責を果たすためにはもう一
つ乗り越えないといけない課題が。。
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裁判官人事の在り方の問題
～原発訴訟、外国人訴訟等と共通する課題

裁判所と大手事務所の「癒着」？ 「判検交流」の問題

裁判官が国側訟
務検事に出向し、
裁判官に戻って
国を被告とする事
件を担当

埼玉の訟務検事が
金沢の裁判官に
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大阪高裁判決の主
任裁判官は、弁護
士任官者だが、大
手渉外事務所出身
者

雑誌
「経済」
2023年
5月号



大阪訴訟の舞台が最高裁に移る中、他の地裁、高
裁で改めて勝訴を積み重ねていくことが重要

〇名古屋高裁では、3月15日：鈴木雄大准教授（北海学園
大学）、3月16日：厚労省官僚（数理職）の尋問、7月14日結
審、年内判決か

〇年内に3地裁で判決予定（5月26日千葉、30日静岡、10月2
にい広島）

〇大阪高判はタダの「先祖返り」。理は私たちの側にあり、
訴訟判断の潮目は完全に変わっていることに確信を！
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